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新しい社会

「世界最先端IT国家創造」宣⾔（安倍政権 平成25年６⽉14⽇）

産業⾰命の結果、社会は新しいステージに移⾏し、国⺠の暮らしがよりよくなる

新しいものが⽣まれる＝創出

• 機織り職⼈
• ⾺⾞・帆船
• 捕鯨産業 ・・・等

• 紡績⼯場
• ⾃動⾞産業・航空産業
• ⽯油採掘・GS ・・・等

あらゆる⾯での
バージョンアップ

• ⽣活
• 仕事
• 企業
• 産業 ・・・等

産業レベルの
“新陳代謝”
（=成⻑）

グローバルでの
GPTの普及

産業⾰命
前の社会

古いものが消える＝淘汰

1760年代~ 1830年代

第⼀次産業⾰命

第⼆次産業⾰命

第三次産業⾰命
1980年代 ~ 現在進⾏中

GPT 蒸気機関

GPT 電気・⽯油

GPT ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・NW

1850年代 ~ 1900年代

第三次産業⾰命の主役であるICT



ICT産業の経済波及効果
• ICT産業の⽣産活動が我が国の産業全体に及ぼす経済効果は、付加価値誘発及び雇⽤誘発数に

おいて全産業の最⼤の規模
• H23年における⽣産活動による付加価値誘発額は87.6兆円、雇⽤誘発数は771.3万⼈
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総務省「ICT国際競争⼒強化・国際展開に関する懇親会」最終報告書より抜粋



グローバルで急増するデータ量とインターネットトラヒック
• アジアを中⼼にデータ量は急増。2017年にはインターネットユーザ数は世界⼈⼝の48％(約36億⼈）

に達し、インターネットに接続されるスマート端末等のデバイスも120億台から190億台に増加。
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• デジタル・ユニバース（1年間に作成・複製されるデジタル・
データ量）の規模は、2010年の2.8ゼタバイトから2年ごと
に倍増し、2020年には14倍以上の40ZB（40兆ギガバ
イト）にまで達すると予想※1

• そのなかでも、中国の成⻑は著しく、2020年には世界のデー
タ量全体の22％を⽣成する

※1 IDC Digital Universe 2012より

2010 2015 2020

世界のデータ量の急激な増加 世界中の⼈・モノが接続されｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾄﾗﾋｯｸが急増

• 2017年の世界におけるインターネットトラフィック量は、固定
とモバイルを合算して年間1.4ゼタバイト（⽉間121エクサバ
イト)まで増加※2

• ⽇本においてもトラヒック量は、2012年の年間27.6エクサバ
イトに対して、2017年には年間97.2エクサバイトと3.5倍に
拡⼤

※2 Cisco Visual Networking Index（VNI）より

60

120

(E
B 

pe
r 

M
on

th
)

2013 2015 2017

44EB

83.8EB

120.6EB⼈：23億⼈⇒36億⼈へ
モノ：120億台⇒190億台へ

デジタル・ユニバース構成

あらゆるものがデジタル化・インターネットに参加する社会において、個々の制度設計や規制緩和では
変化のスピードに対応できない。ICTを経済基盤とした柔軟かつ包括的な制度設計が必要でないか？



我が国の低迷するICT国際競争⼒

4

• ICT利活⽤は今後の国家成⻑戦略に⽋かせないが、経済世界経済フォーラム（WEF)が毎年公表して
いるICT競争⼒ランキングでは、⽇本は2005年に8位まで上昇したが、近年は20位付近に低迷。

総務省「ICT国際競争⼒強化・国際展開に関する懇親会」最終報告書より

⽇本は、アジア圏においても、
シンガポール(2位）、台湾
（10位）、韓国(11位）、
⾹港(14位）に次いで21
位でありアジアにおいても低
迷が顕著



我が国のデータ戦略の不在が招く危機
• ビッグデータ活⽤のもたらす経済効果は7.7兆円※1とされている。
• ⼈・モノ・カネに加え、情報（データ）は、重要な経営資源となっている昨今において、この重要な資産

がICTサービスで先⾏し、ビジネス環境の良い海外に流出しており、経済的な損失となっているだけでは
なく、カントリーリスクやセキュリティリスクに晒されている。

5※H25年 総務省「情報通信⽩書」より

世界規模のICTサービス
は⽶国企業中⼼

 国内インターネットトラフィックの
4割は海外から(ダウンロードなど）

 ⽇本は世界でも通じる豊富なコン
テンツ（⽂化やアニメ等）を有して
いながら、それらを活⽤した世界規
模でのビジネスが⽣まれていない。

各国において国際的な
情報(データ）戦略を展開

 欧⽶等は⾃国国⺠などのデータ
保護やデータの扱いに対して、
対国際的なスタンスを明確にして
いる。

 シンガポールや⾹港などアジア諸国
は政府主導でデータセンターを
始めとする情報産業の集積誘致
政策を積極的に展開。

アジアにおけるデータ集積
拠点はシンガポール・台湾へ

 アジア向けのサービス拠点として
国外企業のみならず、⽇本国内の
企業も、シンガポールや台湾などに
データセンターを設置。

 ⽇本のデータセンターは主に⽇本
国内ユーザ向け利⽤。

今後の成⻑産業であるICT産業の海外流出は、周辺産業へも悪影響を招きかつ、政府が打ち出した
ビッグデータ戦略にも逆⾏し、今後の少⼦⾼齢化を⾒据えた⽣産性の⾼いICT産業が衰退する懸念



データを取り戻し成⻑戦略・地⽅創⽣・国⼟強靭化に寄与
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事業規模、初期3920億円、運⽤開始後、年780億円のインフラ事業を実現した上、サービス
提供事業社の集積により、⼤きな副次効果をもたらし、ICTによる成⻑戦略を実現する。

• ⽶国版フェアユースの導⼊などデータの活⽤について「包括的なオプトアウト型データ利活⽤」特区
を設け、アジアで⼀番情報（データ）を利活⽤し易いビジネス環境を整備。

• 併せて、対外的なデータ戦略を明確化し、アジア向けにサービスを⾏う海外ICT企業を産官学
⼀体となり誘致策を展開（税制優遇、事業⽴ち上げ⼿続き⼀元化・簡素化、誘致事業）

①データ・コンテンツの集積による
国家成⻑戦略

 海外DCからサービス提供している
⽇本国内事業者の取戻す

 アジアに進出する外資のコンテンツ
事業者を積極的に国内に誘致し、
アジアにおける情報ハブ拠点を実現

 事業者やユーザ創意と⼯夫に基
づくデータを活⽤したビジネスの創出
促進

②成⻑産業による地⽅創⽣
 先端データセンターの⽴地要件

満たした地域を選定し、データセン
ター集積により関連するICT産業
や再⽣可能エネルギー産業等、
新しい地域の産業活性化を実現

③ICT国⼟強靭化
 ①・②により⾸都圏⼀極集中して

いるデータセンター（72%)、グ
ローバルネットワーク（第3のIX)
を分散を促し、ICTインフラの国
⼟強靭化を実現する。
（⾸都圏直下地震や南海トラフ
地震に備える）

• デジタル社会に向けて「各種データの取扱い」について国家戦略特区においてオプトアウト型のデータ利活
⽤モデルを試⾏し、国家成⻑戦略・地⽅創⽣・ICT国⼟強靭化に資する。



初期3920億円、年次780億円の事業規模を⽣み出す仕掛け
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• 我が国のインターネット総トラヒックの内、約4割以上は
海外からの流⼊※1つまり国内から海外のDCに設置され
たサーバ等にアクセスし、海外からサービス提供を受けた
トラヒックが4割以上を占めている。

国内から海外へアクセスし、海外DCで処理されている
サーバ66万台分※2の50％を国内DCに誘致ないし
は取戻し、国内で処理を実施できることを⽬標とする

⽇本国内におけるDC/インターネット現状 グローバルDC誘致、整備による経済効果

⼀
次
効
果

⼆
次
効
果

︵
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ン
グ
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次
効
果

︵
相
乗
効
果
︶

• ビッグデータ利⽤、ICTコンテンツ活性化
（コンテンツ事業等の付加価値産業活性化）

• 運⽤などサービス事業活性化

データセンター
事業収⼊※5 330億円/年

再エネ等発電
設備投資※7

（再エネDCで
実施した場合）

330億円
(110MW)

DC建築・設備
投資収⼊※3

770億円
（11000ラック）

効果項⽬ ⽬標(50%取り戻す) 市場

回線収⼊※6 450億円/年〜

建築・設備
産業

電⼒関連
産業

IT機器等製品
販売機会創出※4

2600億円
(サーバ30万台)

ICT関連
産業

通信産業

各産業

ICT関連
産業

国内利⽤者

国内データセンター

国内インターネットトラヒック

海外データセンター

主に国内60％ 海外から40％

地域インフラ整備
投資 550億円 建築・設備

産業

※各算出根拠は参考資料ｐ1８参照



オプトアウト型データ活⽤を国家戦略特区において導⼊・検証（1/2)
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個別規定がない領域については、
権利者の許可を得ない限り作品

は利活⽤は不可

著作物を著作権者の許諾なく
利⽤した場合であっても、それが

公正な利⽤であれば、著作
権侵害にはあたらない

(例）⽶国著作権法 107条

（例）⽇本著作権法

世界中のユーザの創造⼒を活⽤し
多様なグローバルサービスを展開

世界に通じる豊富なコンテンツ
を有しながら低迷

ICT国際競争⼒21位

グローバルレベルのICT
サービス企業を⽣み出せず

インターネット
利⽤⼈⼝は
2017年には

36億⼈以上へ

多様な
“モノ”が

インターネットに
参加

• ⽶国フェアユースを国家戦略特区において試⾏し、①国内企業の海外流出を取戻し、②アジア向け
にサービスを⾏う外資系企業を誘致③ICT x クールジャパン戦略を推進

• 例えば現⾏の著作権法のように個別に規定する対応では、今後のICT技術⾰新・多様なユーザデマンド
などへの柔軟かつ迅速な対応・追従は困難と考えられる。

フェアユース規定による
包括的なオプトアウト型

個別制限規定列挙に
よるオプトイン型



• デジタル化されたデータに対する特区の定義として、フェアユースを規定し、データ保管・配信起点を特区
内データセンターに限定。データ活⽤におけるビジネス創出を促進しつつ、実運⽤進める中でデジタルデー
タの包括的な戦略・制度を検討
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特区内データセンター
(特定地域・場所）

データ・コンテンツの
所在地は特定場所

に限定

著作権者

コンテンツ利⽤者・プロバイダ
（全国）

インターネット

不正利⽤者

特区外データセンター

著作物等の利⽤に際しフェアユースに反しない
利⽤であるなら著作権の事前許諾など不要

特区外のデータセンターで
サービス提供やコンテンツ利⽤

する場合は、当⾯現⾏ルールを順守

コンテンツ/ICT/データを活⽤した新し
いビジネスの創出促進

フェアユースに
反する利⽤があった際の

削除や申し⽴て
コンテンツ流通起点を限定することで、

不正利⽤やサイバー攻撃に対する経路を
特定化し易くし、対応技術や制度を検討

電⼦書籍
E-Learning
動画・SNS、
⾳楽配信、

デジタルアーカイブなど

⾏的 ⾏ デ 各 デ
関し、時代に即した柔軟か 包括的な新制度を検討

特区において先⾏的に試⾏しつつ、実運⽤進める中で、デジタル社会における著作物や各種データの取扱いに
関し、時代に即した柔軟かつ包括的な新制度を検討

オプトアウト型データ活⽤を国家戦略特区において導⼊・検証（2/2)

サービスプロバイダ



⾹港

シンガポール
マレーシア

タイ

⽇本のデータ・核となるデータセンター拠点の海外流出
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BigData
購買データ、個⼈データ、
⾏動データ、商品データ

国内情報、、etc

海外データセンター

• 我が国のインターネット総トラヒックの内、約4割以上は海外
からの流⼊（海外コンテンツ、検索サイト経由で流⼊）

• 全世界でサービスを提供するGoogleやFacebook等が保有
するサーバ数は、⽇本国内の総サーバ数を上回る。

⽇本国内における
全サーバ設置台数※1

約270万台

Google/Apple/Amazon/
Microsoft/Facebook

5社のサーバ台数※2

270万台以上

※1 IDC Japan国内のサーバー設置台数調査報告書より

＜
• クラウドの普及により国内企業のデータセンター拠点はこれま

での東京 or 地⽅から、⽇本 or アジア拠点の⽐較へ
• シンガポールや⾹港等は政府主導で積極的な知識集約

産業の誘致政策を実施

ビジネス環境の良いアジア各国へデータセンターの流出 ⽇本国⺠、企業の各重要データは海外へ流出

グローバル企業のDCアジア拠点として移転が加速

※2 各社のデータセンターにおける消費電⼒より算出（推定値）

• 現状の⽇本においては、⼤⼿企業を中⼼にデータセンターの海外拠点化が加速。また、海外データセンター
（特に⽶国事業者）からのインターネットサービスの提供を受け、国⺠や企業のデータが海外へ。

データを基に
新サービスを
創出・展開



ICTサービス企業におけるデータセンター拠点動向

1111

•技術の進化により場所選択の⾃由度が上がり、冷却にかかるコストや全体の電⼒、その他コストが抑制
できる地域にデータセンターが設置されている傾向にある。

グーグル、アマゾン、マイクロソフト、アップル、Facebookの主なDC設置拠点

凡
例 グーグル アマゾン マイクロソフト アップル

【北⽶】
拡⼤図右下

【ヨーロッパ】
拡⼤図左下

【北⽶】【ヨーロッパ】

Key Findings

、

【ヨーロッパエリア】
•グーグル、アマゾン、マイクロソフト3社がアイルラ
ンドのダブリンをDC拠点として選択。
Facebookはスウェーデンに設置。Appleも今
後ヨーロッパへの設置を計画

•年間を通して温度の低い地域で冷却装置が
不要の、運⽤コストが削減可能な地域

【北⽶エリア】
•アクセス良好な⼈⼝密度の⾼いエリア（カリフォ
ルニア州）から、電気料⾦の安いエリア（オレ
ゴン州、バージニア州、S./C.キャロライナ州
等）への設置箇所の移動が多く⾒えることから、
電気料⾦が安く、税制優遇措置の適応によっ
て運⽤コストが低く済むエリアを選択

【アジアエリア】
•政府主導で誘致策を展開するシンガポール、
台湾、⾹港などに集積

•近年、韓国やベトナムなども誘致策を展開
Facebook

アジア拠点としては
シンガポール・台湾などへ



データセンターｘ 再⽣可能エネルギー
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【⽶国ノースカロライナ州データセンター】
・太陽光20MW以上、
10MW燃料電池
・トータルで1年間に1万7600軒の家を
維持できるだけの電⼒を⽣産しDCに利⽤
・再⽣可能エネルギー100％で運⽤
・冷⽔蓄熱システムなど外気も活⽤

【スウェーデン ルーレオデータセンター】
・主⼒電源は⽔⼒発電
・⽶国のDCとあわせ90MWの
電⼒利⽤
・ほぼ再⽣可能エネルギー100％で運⽤
・冷涼な気候と安定電⼒が⽴地の理由

Apple Facebook

【フィンランド ハミナデータセンター】
・地域の⾵⼒発電29基（59MW)
から電⼒供給を受ける予定。
・オクラホマ州のデータセンターでは、
260MWの⾵⼒発電から電⼒供給を受け
るなど、クリーンエネルギー利⽤を推進

• 24時間365⽇稼働が求められるデータセンターは電⼒エネルギー確保が重要。
• 先端ICT企業各社は再⽣可能エネルギーを利⽤したデータセンターを推進。

• 外資系企業のアジア拠点として、⽇本国内にデータセンター誘致を推進することで、ICT産業や設備
産業の他、エネルギー産業においても産業活性化を資することができる。

• 国内電⼒⾃由化を⾒据えて、外資系企業の⽇本国内へのデータセンター誘致策を展開



⾸都圏⼀極集中のモデルから国⼟全体最適化されたICTインフラへ
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• ⺠主導では経済合理性の原則に従い東京に⼀極集中したICTインフラ（基幹NWやデータセンター）の分散化は困難。
• 特区地域に国際的なデータセンターを誘致・集積させることで、⺠間投資による国内基幹インターネットネットワーク網の

分散を促し、国⼟強靭化を図る
⾸都圏中⼼に国内外の通信ネットワーク
環境が整備され、⾏政、経済の各中枢機能、
⼈材が東京に集中

AS-IS To-Be
地域を起点としたグローバルでのインフラ整備
を⾏い、地域の資源、特性を⽣かした分散
モデルへ転換

•⾸都圏⼀極集中による災害時の事業継続性リスク
•⼤量電⼒消費、エネルギー（電⼒）不⾜
•アジア各国ＤＣと⽐して⾼いインフラコスト（電⼒・⼟地・建物）
国内システムの海外ＤＣへの流失（情報空洞化）

•有事におけるリスク分散（国⼟強靭化）
•⾃然資源利活⽤によるエネルギー消費・コストの削減
•アジアにおける情報ハブ化の実現し、諸外国の事業を誘致、
雇⽤の創出

原⼦⼒ ⽕⼒

ＩＴ

PUE 1.9

空調
他 ＩＴ

空調等PUE 1.2

バイオマス 地熱 ⾵⼒⽔⼒

⽕⼒
スマート
グリッド



会津若松市について
ビッグデータ戦略活⽤のためのアナリティクス拠点集積事業
• 内閣官房地域活性化モデルケース事業にて「ビッグデータ戦略活⽤のためのアナリティクス拠点集積事業」

を推進中。今後国内で25万⼈不⾜するとされる「アナリティクス⼈材」を育成し、ICT産業集積を。
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会津若松市について
ICT専⾨⼤学の会津⼤学、豊富な再⽣可能エネルギーの
メッカ、ハイテクから農林業に⾄るまでの幅広い産業構成
• 本プロジェクトについて、会津若松市の特性に鑑みると、本⾃治体が正に適任であると考えられる。
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猪苗代湖

⾵⼒発電
（郡⼭布引⾼原）

⾵⼒発電
（天栄村）

⽔⼒発電
（阿賀川⽔系）

⽔⽥

病院

観光地

⼯場

市役所
ハイテクプラザ

⽔⽥

⽩⻁隊⽇橋川

阿賀川

住宅 ICT産業

⽔⼒発電
（猪苗代湖）

バイオマス

ハイテク

会津⼤学
⼯場

伝統⼯芸

住宅

鶴ヶ城 温泉

ヘルスケア

アムステルダム
（オランダ）

提携

ICT企業・ベンチャー
• ICTベンチャーが集積しており、地元を

巻き込んだ先端的なICT実証が可能

震災復興
• ⾃らの復興と⼤熊町の避難者の受け
⼊れ等、県全体の復興に寄与。雇⽤
の創出が課題

DCと親和性が⾼い⾃然環境
• 豊富な降雪量を誇り、気温が⼀年を
通して涼しく、冷却効率が良いため、
コスト優位を実現可能

アムステルダムとの提携
• 農業とスマートシティ領域において、アム
ステルダムと提携しており、国をまたいだ
連携も可能

再⽣豊富なエネルギー
• 各種発電機能があり、再⽣可能エネ
ルギーが豊富（会津地⽅200万
KW)

太平洋と⽇本海をつなぐ要所
• 磐越道を介していわき、新潟へ繋がっ
ており、北⽶からアジアをつなぐネット
ワークの拠点となりうる

固い地盤
• 地盤が固く震災等にデータを守る拠
点として有効

ICT専⾨公⽴会津⼤学
• ICT専⾨⼤学である会津⼤学が存在
• ICT⼈材の輩出

タリン⼯科⼤学
（エストニア）

提携
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参考資料



初期3920億円、年次780億円の事業規模を⽣み出す仕掛け
（算出補⾜根拠）
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• ※1 総務省「クラウドコンピューティング時代の データセンター活性化策に関する検討会 報告書」より

• ※2 国内設置サーバ台数270万台内、データセンター事業者内設置分約100万台(IDC Japan国内のサーバー設置台数調査
報告書より) がインターネットに接続され主に国内でのインターネットサービス処理を実施しているものと仮定。（⼀部国内から海外
への発信も含む）。 国内のインターネットトラヒックは全体の60%とすると、100万台で60％のトラヒックを処理していると仮定すると、
海外で処理に使われたサーバは、国内サーバ(100万台 /60%)×40%=約66万台

• ※3 PUE1.2のDCで1ラックあたり30台のサーバを設置可能と想定。66万台×50％÷30台＝11,000ラック。1000ラック
のデータセンターにおける建築・設備投資が70億円程度であるため、70億円/1000ラック×11,000ラック

• ※4 国内年間のサーバ出荷台数は55万台。出荷額は4500億円（IDC Japan資料より）海外DCではなく、
国内でサーバ調達・設置することで創出される機会

• ※5   データセンターラックのサービス価格をラックあたり25万円/⽉とすると、25万/⽉×12ヵ⽉×11,000ラック＝330億円/年
（ラックサービス価格には電⼒料⾦、地代、償却費、事業者利益等を含む）

• ※6 国内屈指のICTサービス事業者であるYahoo Japanの年間通信料 60億円。光熱費70億円が主にDCにおけるものと
想定。PUE1.5で試算するとサーバ数は2万台程度。提供するサービス内容等に依存するためサーバ数と通信料は正⽐例しないが、
60億/2万サーバ＝1サーバあたり30万円/年ｘ33万台x50％（仮設定値）＝450億円/年

• ※7 サーバあたりの電⼒量を1台300Wとすると、ラックあたり電⼒は300Wx30台ｘ1.2(PUE)＝約10KW
データセンター全体としては10KW/ラック×11,000ラック＝110MW。
110MWを⾵⼒発電設備で賄うと想定すると、10MWあたり30億の⾵⼒発電設備投資ｘ11基=330億円



ビッグデータ時代を迎え欧⽶で推進されるデータ保護政策(1/2)
• 欧⽶では、ビッグデータ時代を迎える中、消費者保護と産業創出の新たなバランスの在り⽅を模索し、

パーソナルデータに関する議論が積極的に展開。欧⽶共にパーソナルデータの活⽤が新産業創出の際
に重要な役割を果たすと明⽰している。

18

パーソナル
データ保護

ネット世界
における
著作権

⽶国 欧州（EU）

EUデータ保護規則提案
• 2012年1⽉、1995年に制定したデータ保護指令の包括

的に改正。「データ・ポータビリティの権利」や「忘れてもら
う権利」を認め、また、各国のデータ保護機関の権限強
化。

• EU域内の事業者に対しては義務を追加、EU域外の国に
対してもデータ移転にあたって「⼗分なレベル」の個⼈デー
タ保護を要請。

• ⺠間の⾃主規制重視。事前の本⼈承諾
が必ずしも必要ではない（オプトアウト）

• 法律による規制重視。個⼈情報利⽤にあたり事
前の本⼈同意が必要な（オプトイン）

⽶国消費者データ・プライバシー権利章典
• 2012年2⽉、オバマ⼤統領が「ネットワーク化された世界に

おける消費者データ・プライバシー」を公表。
• パーソナルデータが新産業創出の強⼒なドライバーとなる

可能性に触れつつ、消費者が⾃らの情報をコントロール
する必要性に関して⾔及。グローバル相互運⽤や、通信
履歴に基づき個々の消費者をターゲットにオンライン広告な
どの追跡を禁⽌する（Do Not Track）原則が明記

• プロバイダ責任制限と著作権保護期間の延⻑
を定めた1998年の「デジタルミレニアム著作権法
＝DMCA」を策定

• フェアユース規定によりグローバルレベルのICT
新サービスが次々に創⽣されている

• プロバイダ責任制限として「電⼦商取引指令
（Electronic Commerce Directive、
2000/31/EC)」を策定

• ⽇本のプロバイダ責任制限法同様、著作権を
含む全ての分野の責任ルールを⼀括で定儀

⽇本においても、アジアの新興国との共通化連携を視野に⼊れたデータ保護の法整備
（データ保護庁）その上でデータを⽇本に置くことの信頼性を構築することが重要



ビッグデータ時代を迎え欧⽶で推進されるデータ保護政策(2/2)
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データ保護の
規制や制限

⽶国 欧州（EU）

• EU内の住⺠の個⼈情報に関して⼗分なデータ
保護レベルを確保していない第三国へのデータ
の移動を禁⽌

• ⼗分な保護⽔準を確保している国・地域は、ス
イス、カナダ、アルゼンチン、ガンジー島、マン島、
ジャージー島の６つのみ

• ⽶国はEUとの間でセーフハーバー協定を締結
することで、その認証を受けた企業・組織への
データ移転が可能

⽶国愛国者法
（USA Patriot Act)

EUデータ保護指令
（Data Protection Directive)

• 2001年9⽉11⽇に発⽣した同時多発テロ事
件を受け、捜査機関の権限の拡⼤や国際マ
ネーロンダリングの防⽌、国境警備、出⼊国管理、
テロ被害者への救済などについて規定

• テロリズムやコンピュータ詐欺及びコンピュータ濫⽤
罪に関連する有線通信や電⼦的通信を傍受す
る権限を明記するとともに、捜査機関は⾦融機
関やプロバイダの同意を得れば、裁判所の関
与を求めることなく操作を⾏うことができることを
規定

• ⽶国企業が海外にDCを置く場合も、⽶国
愛国者法の管轄にある。

• クラウドサービスを利⽤する場合、他ユーザが捜
査を受けることで、⾃社もシステム停⽌などの影
響を受けるリスク

• ⽇本は⼗分な保護⽔準を達していないとして
対象外

• EU内の住⺠の個⼈情報を扱う場合は、同指
令に準拠したデータの保管、DC⽴地を考慮す
る必要がある。

⽇本においても国⺠データの第三国への移転について、国際的な⽴ち位置、保護策、権限
を明確にすべきではないか？

• 欧⽶等は国⺠などのデータ保護やデータの扱いに対して、対外的なスタンスを制度化し明確にしている。
• ⽇本においては特に第三国への個⼈データの移転について明確な規定は無い



対外的なデータ戦略措置の⽴案
• 我が国の国⺠データ等の利活⽤に関して、対外的な制度を制定し、⼀定のルールの上での国際競争を

⾏うべき。また、同ルールに基づき海外のサービス事業者を戦略的に誘致し、国内にデータを取り戻すべき
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EU

⽶国⽇本

⽇本
国⺠情報

EU
国⺠情報

規制なし
⽇本

国⺠情報

原則規制なし
※但し、愛国法により国内法を国外の⾃国

企業にも適⽤できる

⽶国
国⺠情報

EU
国⺠情報

⽶国
国⺠情報

Google、Apple、
MS,SalesForce、

Facebookなど協定認定され
た企業は、EU内の個⼈データ

を⽶国(DC)に移転可能

⽇本企業がEU内の個⼈データを
扱う場合はEU内などにデータ

センターを⽴地してサービスを⾏う
必要あり

• 海外企業が⽇本国⺠のデータを利活⽤を⾏う場合の制限(⽇本国内DC利⽤など）、ルールの明確化
• セーフハーバー協定のような国際間のデータ取り扱い協定をEU等と実施

（⽇本企業が欧州等にサービス⾏う場合も⽇本国DCからサービス提供できるようにする）


